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   【図表１】グループ法人税制の体系 
 
 
        
 
 















が平成 29 年 8 月に行った調査(連結納税制度を導入している会社数4)によると有価証券報告書を提
出している法人 2,672 社の中で連結納税制度を適用している法人は 17%程度となっており、売上高






  グループ法人単体課税制度の適用対象法人は完全支配関係(原則として、発行済み株式の全部を直 
 
4 新日本有限責任監査法人の HP、「第８回 連結納税制度」 
https://www.shinnihon.or.jp/corporate-accounting/commentary/presentation-of-financial-statements/2017-11-
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第３節 グループ法人税制の内容 
 
  グループ法人税制の内容は以下の６つの内容で構成されている。 
 
   ①「100%グループ内の法人間の資産の譲渡取引等に係る損益の繰延べ」 
   ②「100%グループ内法人間の寄附金についての損金・益金不算入」 
   ③「100%グループ内の内国法人間の現物配当(みなし配当を含む)について、 
     譲渡損益の計上は繰り延べる」 
   ④「100%グループ内の内国法人からの受取配当について全額益金不算入制度 
     を適用する場合には、負債利子控除を適用しない」 
   ⑤「100%グループ内の内国法人の株式を発行法人に対して譲渡等する場合、 
     その譲渡損益は計上しない」 
   ⑥「中小企業向けの特例措置(大法人の 100%子会社に対する適用制限)」 
     
(１)100%グループ内の法人間の資産の譲渡取引等に係る損益の繰延べ 
 








5 岡村忠生、「グループ法人課税制度は、なぜ必要か」(『税研』Vol.25 No.4、2010 年)、25 頁 
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当該制度の制定により、グループ法人内での経営資源の適正配置について、課税関係や税負担を考
慮することなく実行することが可能となる点でも良い改正であったと思う。 






することにより、その譲渡損益を繰り延べることとされた(法法 61 の 13①)。なお、先進諸外国の
グループ内取引の税務上の取扱いは図３の様になっており、譲渡損益の取扱いについて日本はイギ
リスと同様の制度となっていることが分かる。 
   図３ 
 譲渡損益の取扱い 譲渡損益の実現時期 
アメリカ 譲渡損のみ繰延べ グループ外譲渡時等 
イギリス 譲渡損益繰延べ グループ外譲渡時等 
フランス 繰延べなし(連結グループ内は繰延べ) (グループ外譲渡時等) 
ドイツ 繰延べなし － 
                           【出典:『税研』(Vol.25-No.4)32 頁】 
   
② 譲渡損益調整資産 
         
固定資産、土地(借地権等を含み、固定資産を除く。)、有価証券(売買有価証券を除く。)、金銭債


















基本通達 9-4-1,9-4-2 の支援損等との境界画定は従来以上に重要となってくる7」とした意見もある。 






  ・100%グループ内の内国法人間の現物分配(みなし配当を含む)に係る譲渡損益の繰延べ 
  ・100%グループ内の内国法人からの受取配当について全額益金不算入制度を適用する場合にお
ける負債利子控除の不適用 
  ・100%グループ内の内国法人の株式を発行法人に対して譲渡等に係る譲渡損益は計上不要 
 





  (イ）100%グループ内の内国法人間の現物分配(みなし配当を含む)に係る譲渡損益の  
     繰延べ(法法 62 条の 5 第 3 項) 
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  (ロ）100%グループ内の内国法人からの受取配当について全額益金不算入制度の適用を受ける 
場合における負債利子控除の不適用 


















  ・完全子法人株式等：受取配当等の額の全額 
  ・関連法人株式等：(受取配当等の額－負債利子の額) 
  ・その他の株式等：受取配当等の額×50％ 
  ・非支配目的株式等：受取配当等の額×20％ 
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ら、連結納税制度における連結子法人株式等に係る配当等の額についての取扱いと同様に、グルー
プ法人間の配当等の額については負債利子を控除しないこととされた。 
        
  (ハ）100%グループ内の内国法人の株式を発行法人に対して譲渡等に係る譲渡損益は計上不要 
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   ・法人税の軽減税率 
   ・特定同族会社の特別税率の不適用 
   ・貸倒引当金の法定繰入率 
   ・交際費等の損金不算入制度における定額控除制度 














平成 14 年制定から確認を行う。  
 
12 水野忠恒｢グループ法人税制の創設｣(『税務弘報』Vol.58 No.13、2010 年)、3 頁。 
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第 1 節 連結納税における譲渡損益調整税制の導入          

























第 3 章では昭和 59 年 6 月 29 日大阪高裁判決を考察しつつ、グループ法人税制導入によるメリッ
トを検証しようと思う。なお、同様の判決が他にないかの考察も行ったが、その中でも本判決が、




13 阿部泰隆・占部裕典『関連会社間の資産低額譲渡と課税問題(上)(下)』(税務弘報 Vol.34No.9) 147 頁。同 No.11 
116 頁。この判決について詳細な検討を行っている。 
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性を確認していく。 
 
第１節 昭和 59 年 6 月 29 日 大阪高裁判決の概要 
        
  (１)事案の概要(大阪公判昭 59.6.29・判時 1140 号 62 頁,Z136-537514) 







    甲社        乙社         丙社       C 社 
 
   
 
         
  (２)前提としての甲社の訴訟結果 









約 5 千万円 
欠損金 
約 3.5 億円 
1.8 億円 2.3 億円 6 億円(時価) 
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上記の甲社グループ間における土地売買取引に対して、税務当局(以下、｢Z」という)は、まず、
甲社に対して土地の時価相当額 6 億円と実際の乙社への売却額(約 1 億 8 千万円)との差額(約 4 億
2 千万円)を甲社から乙社に寄附したものとして寄附金の損金算入限度超過額(約 4 億 1 千万円)を
所得金額に加算するとした更正処分を行った。甲社は、この更正処分を不服として訴訟を提起した






                
  (３)本判決の事案の概要 
   
① 甲社、控訴人(乙社)、丙社は、いずれもその株主、役員の一部を同じくし、一の者が実質上
支配している会社であり、本事案の土地売却当時のグループ 3 社の代表取締役はいずれも
A であった。         







④ 乙社は、昭和 45 年 3 月、甲社からその所有土地を、約 1 億 8 千万円で買い受け、直ちにこ




の価額(約 2 億 3 千万円)で丙社に売却することが、甲社との売買契約の一内容となってい
 
15 評釈には、荻野豊・税通 34 巻 15 号 42 頁(1979)、碓井光明・ジュリ 716 号 117 頁(1980)、遠間茂哉・税通 38
巻 15 号 224 頁(1983)などがある 
16 最高裁昭和 57 年 3 月 9 日第三小法廷判決(税資 122 号 495 頁)は「所論の点に関する原審の認定判断は、原判決
挙示の証拠関係に照らし、正当として是認することができその過程に所論の違法はない。論旨は、ひつきよう、
採用することができない。」とだけ判示した。 
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た。仮に、乙社がこの転売契約を承諾しなければ、乙社は本件土地を買い受けることが出来
ないものであった。 
                                      
  (４)乙社に対する更正処分 
     
Z は、上記の乙社の丙社に対する土地売買取引に対して、低額譲渡として時価(約 6 億円)と実際





甲社、乙社間の土地売買契約では乙社から丙社 2 億 3 千万円で転売することが特約として定めら
れており、判決では次のように述べて乙社の主張を認めて更正処分を取り消した。 
 
「認定の事実によれば、乙社は本件土地の買い受けによって、転売を拘束された価額 2 億 3 千万
円相当額の収益を得、同時に買受価額約 1 億 8 千万円の原価を要したが、収益の額は右を上回るも
のではないというべきである。Z は時価 6 億円と右買受価額との差額 4 億 2 千万円が、乙社が甲社
より実質的に贈与を受けた額(法人税法 37 条 6 項※当時の条文番号。現行の 7 項に相当。以下同
じ)」であると主張する。しかし、右にいう時価は何の特約もない場合の時価であるところ、右主張
は右売買契約に前記のような転売契約があることを無視しているから、採用することが出来ない。」
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算入されない(法人税法 37 条 6 項)ことになるから、Z の主張のように租税回避が意のままになると





    
 第３節 問題点 
       
(１)所得移転行為に対する課税の問題点 
   
日本の法人税制では、グループ法人税制導入以前は、関係会社グループ間取引における所得の移
転等や租税回避行為に対して、法人税法 22 条 2 項の無償取引に対する課税と寄附金課税のパター
ンであった。 













             
 第４節 グループ法人税制適用の効果 
           
上記事例に関してグループ法人税制を適用した場合、完全支配関係にある法人間における寄附金
 
17 増井良啓『結合企業課税の理論』(東京大学出版会、2002 年)、34 頁。 
18 金子・前掲書(注 9）、322 頁。 
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「関係会社間取引における所得移転や租税回避取引に対して、日本の法人税は、法人税法 22 条 2
項、寄附金課税のセットで対処するのが伝統的な手法であった。そうした中、平成 22 年度税制改
正においてグループ法人税制が導入され、完全支配関係にある法人間での所得移転を防止するとと
























19 朝長・前掲書(注 10)、54 頁。 
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グループ内の寄附金についても、トータルとして課税関係を生じさせないこととするものである。」
と述べている。 
   









 第３節 親会社の子会社等に対する支援損の取り扱い 
 
(１)法人税法基本通達 9-4-1、9-4-2 





















 吉村祥人「グループ法人税制を活用した新組織再編」(『税経通信』Vol.65 No.6) 88 頁 
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前述したように 9-4-1 及び 9-4-2 通達における経済的利益の供与の取扱いに該当するのであれば、
4-2-5 通達がいうように、その利益供与に対してはグループ法人税制の適用がないことになる。し
かし、子会社等に対する支援損について、「寄附金の額に該当しない」ことを法令から読み解くこと




平成 26 年 1 月 6 日に「グループ法人外し」といった裁決事例がうまれた。このグループ法人外
しは意図的な第三者割当により行われたものであり、この第三者割当増資は法人税法 132 条 1 項に
該当し、請求人が主張していた内容は認められず、結果、グループ法人税制が適用される更正内容
になった。 





21 小池正明「親会社の子会社に対する支援損との関係」(『税務弘報』Vol.59 No.1、2011 年) 、38 頁。 
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第１節 グループ法人税制外し裁決事例の考察 
         






   
(１)裁決事例(2016 年 1 月 6 日裁決 TAINS コード F0-2-629)の概要 







から、同族会社に係る行為又は計算の否認規定である法人税法 132 条 1 項を適用し、本件第三者割
当増資自体を否認し、グループ法人税制の適用により、請求人が計上していた固定資産売却損の計
上を否認する結果となっている。 





従業員数約 1,000 人という規模を有していた。 
請求人 A 社と完全支配関係にあった B 社とは図１の関係にあった。 
 
 
22 「グループ法人税制外し」『T&Amaster No.663、2016 年』、7 頁。 
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    〔出典〕T&Amaster No.668(2016 年 11 月 28 日) 4 頁 
 
すなわち、A 社と B 社の間には、「一の者及びこれと特殊関係にある個人が、法人の発行済株式
との全部を直接又は間接に保有する関係がある法人相互の関係」(法法 2 条 12 号 7 の 6、法令 4 条
の 2②)があったことになる。 
その後、請求人 A 社は平成 22 年 12 月 27 日に、A 社の従業員で総務経理部長の地位にあった者
に対し、取得条件付株式 20,000 株の第三者割当増資を行った。総務経理部長は代表取締役 a の間
に「特殊な関係はなかった」ことから、この第三者割当増資の結果、A 社と B 社の間の完全支配関
係は消滅していると判断していた。 
A 社と B 社の間に完全支配関係がなくなった後、請求人 A 社は、平成 23 年 9 月期、24 年 9 月
期、25 年 9 月期において、A 社が有する不動産(法法 61 条の 13①に規定する譲渡損益調整資産に
該当)を B 社に譲渡し、各期において固定資産売却損を計上した(なお、各期において売却した不動
産はそれぞれの期において複数あり、平成 23 年 9 月期と 24 年 9 月期においては譲渡益が出たもの
もあったが、譲渡損が出たものと通算すると、各期とも損失が発生している)。これに対し税務当局
は、平成 26 年 9 月 29 日付で更正処分を打ち、法人税法 132 条 1 項(同族会社の行為又は計算の否
認)を適用して総務経理部長に対する第三者割当増資を否認、A 社と B 社の間には完全支配関係が
あるとした。そのうえで、グループ法人税制に係る法人税法 61 条 13 第 1 項を適用し、平成 23 年
9 月期～25 年 9 月期の 3 期において計上された固定資産売却損の損金算入を否認している。 
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〔出典〕T&Amaster No.668(2016 年 11 月 28 日) 5 頁 
 
本裁決では法人税法 132 条 1 項による否認の対象となった総務経理部長に対する「第三者割当増













            
第２節 本裁決事例の疑問点 
        
第１節で確認をしたグループ法人税外しと見られる事案が発生し、国税当局においては、本件内
において行われた第三者割当増資が法人税の負担を不当に減少させる結果になると認められると認
定し、グループ法人税制に係る法人税法 61 条の 13 第 1 項を適用することとし、計上されていた固
定資産売却損の損金算入を否認する結果となった。しかし、ここで今回の裁決事例を通じて考えな
ければないないのは、100%支配関係を意図的に解除し、グループ法人税制に係る法人税法 61 条の
13 第 1 項の適用を免れたうえで、固定資産売却損の計上を行っていたと税務当局が判断し、結果、
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23 平成 28 年 1 月 6 日大裁(法) 平 27 第 34 号。TAINS コード F0-2-629. 
24 関根稔・白井一馬『立法趣旨で読み解く組織再編税制・グループ法人税制』(中央経済社、2017 年)、38 頁。 
25 藤曲武美『法人税における寄附金税制』(税研 Vol.32 No.3、2016 年)、49 頁。 
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26 朝長ほか｢グループ法人税制の論点と実務対応｣『詳解 グループ法人税制』(法令出版、2011 年)、609 頁。 
27 岡村・前掲書(注 5)、29 頁。 
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